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第 117 回労働力需給制度部会を開催、「研究会報告」にもとづき、全般的な議論を行う  

 

 

 ８月６日（水）、第 117 回 労働政策審議会職業安定分科会労働力需給制度部会が開

催された。前回の部会での研究会報告の説明を受け、今回は報告書記載の内容全般に

ついて、委員がそれぞれ意見を述べ、議論を行った。労働者側は主に、日雇い派遣の

禁止、登録型派遣の見直し、直接雇用みなし規定の導入、マージンに関する個別の情

報公開等に ついて主張した。次回部会において、事務局が検討のためのたたき台を

示し、議論をすすめていく予定。 

 

 

＜第 117 回労働力需給制度部会・労働側議事メモ＞ 

１．日時：２００８年８月６日（水）１４:００～１５：４０ 

２．場所：厚生労働省１８階第９会議室 

３．出席者：公益委員３名（清家部会長、鎌田、北村） 

        労働者側委員３名（長谷川、市川（佳）、古市） 

        使用者側委員３名（平田、山崎（代理）、市川（隆）） 

４．会議概要 

 研究会報告を素材に議論を行った。次回部会において、事務局が検討のための

たたき台を示すこととした。 

 

５．主な質疑 

 【労働者側】 

［1］日雇い派遣の禁止は当然の結論。現在行われているような形態は労働者派

遣とはいえないのではないか。日雇い派遣の派遣元が担っている役割は、職業紹

介事業とどのように違うのかも疑問。［2］登録型派遣は、99 年改正まで戻し、専

門 26 業務に限って認めるべき。直近の 2003 年改正での物の製造業務への派遣解

禁も、労働現場や社会に多大な影響をもたらしており、少なくとも 2003 年改正

で解禁した業務は再び禁止すべき。［3］派遣労働者の労災事故が増加しており、

派遣元・派遣先責任については、現行制度以上の対応が必要。とくに、「雇い入

れ時の安全衛生教育」に関する責任を派遣先にも負わせるべき。［4］研究会報告

では、常用型を期間の定めのないものとすることを前提に、「特定を目的とする

行為」を認めても差し支えないとの提言がある。しかし、派遣先が派遣労働者の

交替を要求するようなことが続けば、常用型とはいえ、雇用の安定を脅かすこと

になりかねないのではないか。 

 

【使用者側】 

［1］日雇い派遣を禁止する期間として、「１日から 30 日」という指針の定義を

参考にするとしているが、「危険な業務」への対応として安全衛生教育にかかる

必要な期間という観点からすれば、それは適切といえるのか。［2］常用化の促進

は雇用の安定や常用代替防止の観点からも重要。しかし、「期間の定めのないも



の」としてしまうと、間口が狭くなり、労働者にプラスにならない場合もある。

「期間の定めのない」労働契約であることを法令上求めているケースはあるのか。

［3］グループ企業派遣は、悪質なケースについては指導が必要だが、雇用継続

に役立っている面もある。定年退職後の高齢者や、出産・育児・介護等で退職し

た労働者の再雇用措置として、派遣を活用することがあってもよい。［4］違法派

遣の場合の派遣先での直接雇用については、すべて派遣先での直接雇用とするこ

とは適当ではない。派遣先の故意又は重過失に加えて主観的要件が必要。民事効

の付与は、将来的に発生する利益等の予測が難しく、混乱が起きるので労働者の

ためにならない。 

 

【事務局】 

［1］日雇い派遣は、危険業務だからという理由だけで禁止するのではない。構

造的に雇用管理責任を果たせないことから禁止を提言している。期間については、

「１日」だけを規制すると脱法を招きやすいことから、幅をもたせている。［2］

研究会報告では、常用型を推奨できる形態として位置づけており、有期労働契約

の反復更新では推奨できない。建設雇用改善法における建設業務職業紹介は、期

間の定めのない労働契約に限っている。［3］グループ派遣は、実態として、本来

の派遣法の趣旨から外れた活用が一部で行われていることから、規制すべきと提

言している。［4］偽装請負の場合は別として、禁止業務への派遣、期間制限違反、

無許可・無届派遣については、派遣先の責任が明白であり、主観的要件は必要な

いのではないか。 

 

【労働者側】 

［1］日雇い派遣は当然禁止すべき。労働者派遣は「雇用する労働者を、他人の

指揮命令を受けて他人のために労働に従事させる」間接雇用であることを念頭に

置くべき。間接雇用は使用者性があいまいになり、労災の発生などで問題となる。

日々単位の仕事があることは否定しないが、元々直接雇用で対応してきたのであ

り、派遣である必要はない。期間については、「２か月以下の禁止」が考えられ

るのではないか。港湾労働法の日雇い労働者の定義は「日々又は２か月以内の期

間を定めて雇用する労働者」であり、大いに参考になるのではないか。［2］「デ

ータ装備費」等の天引き問題は、どの法律に抵触したのか。労基法 24 条の協定

を結ぶ際の「過半数代表」は、日々雇用の派遣労働者のように労働者の入れ替わ

りがある場合、どのように労働者の意思をくみとるのか。［3］常用型の定義を「期

間の定めのないもの」として明確にすることはよい。［4］派遣先での直接雇用は、

雇用関係の成立そのものをみなす方法がよいのではないか。現行の 40 条の４の

雇用契約申込義務はあまり機能していないといわれている。派遣先が雇用契約の

申込を行うことを行政勧告する方法が適当かどうか疑問。 

 

【事務局】 

「データ装備費」は労基法 24 条違反。「過半数」は、労働者の入れ替わりがあ

ったとしても協定が結ばれた時点での過半数ということになる。40 条の４は要件

が複雑だったという面はあるが、元々期間制限の担保措置としての性格である。

今回提言している雇用契約申込の行政勧告は、期間制限違反に対するペナルティ

として構成しているので、機能しないということにはならないのではないか。 



【使用者側】 

日雇い派遣の禁止については、引越業者や経営に悪影響を及ぼすことなど、中

小企業への影響を配慮すべき。日雇い派遣は電話一本で労働者を手配できるので、

同等程度の使い勝手のよい他の方法で対応できないか、検討中である。 

 

【使用者側】 

「雇用管理責任が担えない」期間とはどれくらいをいうのか、精査すべき。 

 

【労働者側】 

［1］報告書は、均等・均衡待遇は導入すべきではないとしているが、雇用主が

違うから均等でなくてもよいということにはならないはずだ。導入すべきではな

いということではなく、もう少し踏み込んで均等・均衡の在り方について検討す

ることが必要。［2］マージンの情報公開については、平均額では不十分であり、

最低限、個別の情報公開が必要。［3］「クーリング期間」について、「脱法的利用」

と「違法行為」の違いは何か。［4］グループ企業派遣で、解雇・退職転籍した労

働者を元の企業に派遣することを禁止するとあるが、それには派遣先で３か月の

有期の直接雇用とし、その後また派遣することも含まれるのか。 

 

【事務局】 

臨時的・一時的ということからすれば、期間制限後３か月の間隔をあけて、同

じ派遣が常態的に続いているようであれば、脱法的利用ということになるのでは

ないか。派遣先で３か月＋１日を直接雇用し、その後、派遣に戻すやり方は、転

籍又は出向を業として行うこととなるので、違法行為である労働者供給となる。

解雇・退職者の元の企業への派遣も、「クーリング期間」との関係で、問題とな

る場合に該当する可能性はある。 

 

【公益】 

マージンの情報公開は、派遣会社の淘汰という点で機能するので、個人に具体

的な情報公開を行うべき。 

 

【事務局】 

マージンについては、一般に対する情報公開に加えて、派遣労働者に対する待

遇の説明をある程度具体的に行わせることで補完する。 

 

【使用者側】 

日雇い派遣の禁止など、過度に強い規制となると、アルバイト的に働く人の雇

用機会が失われ、雇用の安定にとっても適切ではない。 

 

【労働者側】 

派遣先との雇用関係成立のみなしは、労働条件が確定せずにみなされることに

なるので難しいというが、行政勧告でも労働条件を確定できないことは同じでは

ないか。労働審判で派遣先の労働者であることの地位確認をできるような仕組み

とすることもあり得るのではないか。行政指導だけではなく、民事効果を付ける

ことで労働者保護をはかることは今後の立法政策として必要な視点。派遣先が勧



告に従わず、直接雇用しなかった場合、企業名公表が行われても労働者は救われ

ない。直接雇用みなし規定については、研究会報告の内容をもう少し整理し、松

下 PDP 事件判決等も参考にしながら、議論・検討することが必要。 

 

【事務局】 

「派遣就労時より下回らない条件で直接雇用する」よう勧告することはできる。

派遣先はそれに沿う具体的な条件を定めて、雇用契約を申し込めばよい。雇用関

係の成立そのものをみなす方法や、雇用契約の申込があったとみなす方法では、

派遣就労時より下回らないという条件があったとしても、結局は、どのような労

働条件で雇用契約が成立するのかわからないこととなる。 

 

【労働者側】 

研究会では、専門 26 業務の見直しの検討は行われなかったようだが、部会で

は検討すべき。とくに、「特別な雇用管理を必要とする業務」は 26 業務からは除

外すべき。「専門的な知識等を必要とする業務」についても、「事務用機器操作」

や「ファイリング」などは専門的業務とはいえない。 

 

 


